
令和 5年度事業報告
(令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで)

1 事業の成果

(1)第二者評価事業

機構が定め、適用している評価基準項目「Ven 4.0」 に基づき、下記の学校に対し、第二者評価

を実施し、評価結果を公表した。

①大阪医療福祉専門学校 (大阪府 大阪市)
②東京スポーツ・レクリエーション専門学校(東京都 江戸川区)
学校ごとの評価部会及び第二者評価委員会の審議を経て、理事会で承認し令和6年 3月 31日 付

で、評価結果を各学校に通知した。

(2)文部科学省受託事業

事業テーマ :職業実践専門課程等の高度化、改革を図るための認定要件等を踏まえた第二者評

価システムの開発

事業内容 :

①職業実践専門課程の認定要件等を踏まえた第二者評価システムの開発

職業実践専門課程の認定要件充足状況の具体的な確認方法 (フ ォローアップ)と しての機能、

役割も視野に、第二者評価システム (評価基準、評価体制、評価結果等)の うち、第二者評価基

準を策定した。第二者評価システムの詳細設計のための項目を整理した。

②第二者評価基準策定の過程における認定要件の検証等

文部科学省委託事業職業実践専門課程実態調査結果から認定校の実施状況等を検証し、認定要

件の課題、職業実践専門課程の制度としての課題、フォローアップの課題について整理を行いま

とめた。

③実践的職業教育の第二者評価機関等の連絡協議会の設置 。運営

意見交換、情報共有、第二者評価機関における質保証についての検討の場として、昨年度、文

部科学省受託事業において設置した連絡協議会を継続して運営し、専門学校関係者等と課題等共

有する場として職業実践専門課程の認定要件の企業等と連携した実習等をテーマに拡大研修会

を開催した。

事業期間 :令和 5年 7月 3日 から令和 6年 3月 11日 まで

事業成果 :

①職業実践専門課程の認定要件等を踏まえた第二者評価基準を策定した。

②実践的職業教育における第二者評価機関の連絡協議会の運営試行と設置

③連絡協議会拡大研修会の開催と同時映像配信 (11月 10日 開催)

④職業実践専門課程の第二者評価フォーラム2024の 開催と同時映像配信 (2月 2日 開催)

⑤本事業の取組状況を記録した事業成果報告書の400部発行、専修学校関係者等に配付

(3)柔道整復教育評価機構が行う第二者評事業の支援・業務の受託

事業内容 :標記機構が行う第二者評価の実施 (4校)についての様式等の提供及び相談等の支援

業務及び学校運営等に係る評価に関する業務を実施した。

(4)専門職大学の認証評価機関の申請及び認証

令和 5年 6月 20日 正式申請を行う。今和 5年 7月 14日 5文科高第 494号にて、文部科学大臣

から中央教育審議会へ諮問。令和 5年 8月 25日 第 29回審査委員会によるヒアリング、令和 5年

12月 21日 同上委員会による 2回ロヒアリング、令和 6年 3月 12日 中教審第 248号本機構の認証

について適当と認めると答申。令和 6年 3月 29日 付で認証



2 事業の実施に関する事項 (事業の総費用 【 11,690 】千円)

事業名 事業内容 実施日 実施場所 従事

人員

受益対象

者の範囲

支出額

(千円)

1評価システム
の構築及び運用

①第二者評価事業の実施
・評価対象学校の募集等
・評価の実施
。結果の公表

4月

～3月

法人事務所

各対象専門

学校等

15人 会員校

117校

受審校

2校

4,217

②学校評価検討委員会

専門職大学認証評価機関の申

請業務、ヒアリング等への対応
・委員等 2名

・ヒアリング等回数 4回

6月

～3月

都内会議室 3人 不特定多

数

③柔道整復教育評価機構が行

う第二者評価事業の支援等

東京都内校 2校

大阪府内校 2校

7月

～3月

受審校等 2人 不特定多

数

2専門学校等に
関する各種調査

事業

①文部科学省受託事業

職業実践専門課程等の高度化、

改革を図るための認定要件等

を踏まえた第二者評価システ

ムの開発を受話し、結果を報告

書にまとめた。

また拡大研修会、第二者評価フ

ォーラムを開催し、全国に同時

配信した。

組織体制 :委員会 1・ 部会 2を

設置、委員 13名

部会委員 13名

事業成果のまとめ

◎事業成果報告書 400部

7月

～3月

法人事務所

各専門学校

都内会議室

等

39人 不特定多

数

5,152

3専門学校等の
質的向上のため

の助言・相談事業

専門学校等の評価システムや

自己評価の進め方に関する助

言等を行った。

4月

～3月

法人事務所 2人 不特定多

数

41

4専門学校等に
おける学校評価

資料の刊行など

の普及啓発事業

①機構ホームページによる情

報発信

②第二者評価報告書の刊行及

び結果の文部科学省記者会等

プレス発表

③講師派遣や教材の提供

④全国高等学校へ第二者評価

資料の配付

4月

～3月

法人事務所

等

2人 不特定多

数

2,280

④学校評価研修会の実施

学校評価研修会 (8月 )

研修テーマ :自 己評価に進め方

学校関係者評価の進め方

第二者評価の受審研修

【東京都専修学校各種学校協

会からの受話事業】

その他 1団体の研修を受託

⑤学校評価ハンドブックの頒布

無償 3冊 (資料等)

4月

～3月

法人事務所

都内会議室

等

2人 受講者

99名



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和5年度 活動計算書
特定非営利活動法人 職彙敏青評価機構

金   額 小計・合計

7,020,000
280,000

7.釦0,αЮ

4,767,200
134,000
7,103,973

12.005.173

受取補助金

受取利息

4

6

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益
事業収益

第二者評価料
学校評価研修受講料等
調査研究受託料

0

10.305.17:

2.082,090
1,790,579
932,448
994,927
243.848
506,858
2,086,040
2,838,080
215,456
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718,125
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生
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給料手当
福利厚生費

役員報酬
給料手当
退職給付費用

会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
印刷製本費
支払手数料
租税公課

諸謝金
賃借料

賃金
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
印刷製本費
支払手数料
諸謝金
賃借料
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表

特定非営利活動法人 職業教育評価機構

金   額 小計・ 合計

.助壼産

現金預金
未収金

棚卸資産

25,430,251
9,683,973
28,617

35,142.841資産合計 ・・・①
百百麗
(1)有形固定責産
車両運搬具

什器備品

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

(3)硬夏てあ]E万][顧
敷金

長期貸付金

雨]「■雨i+~~:~~1: ・で2J

2

【A】 責 産 合 計 ①+② 35,142.841

1,076,359
154,981

1,231,340

2

+

未払金

預り金

長期借入金
退職給付引当金

1.231.340

29,064,6延
4,846,840
∞.911.501

B-2 の

正

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 35,142,841

,I |=|

]

前期繰越正味財産額



金狙菫巳歴聾璽観鐘0ユ毘

1 重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準
協議会)によっています。

2事業費の内訳
①専門学校及び専門職大学等に係る評価システムの構築及び運用事業

・第二者評価事業・第二者評価システム構築事業・学校評価検討委員会費用

②専門学校及び専門職大学等に関する各種調査研究事業

・学校評価に関する調査研究事業・受託調査研究事業

③専門学校及び専門職大学等の質的向上のための助言相談事業※④の事業に含む

④専門学校及び専門職大学等における教育に関する普及啓発事業

・学校評価に関する研修事業。第二者評価事業等に関する情報発信事業

(単位:円 )

科 目

特定非営利活動に係る事業
事業計 管理計 △ ヨ■

「
] 口[

①事業 ②事業 ③事業 ④事業

(1)人件費 0 0 0 0 0 0 0

給料手当 0 0 0 0 0 0 0

法定福利費 0 0 0 0 0 0 0

福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0

旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0

支払手数料 0 0 0 0 0 0 0

(2) その他経費 4,217,379 5,152,106 40,458 2,280,383 11,690,326 0 11,690,326

賃金 801,570 1,280,520 0 0 2,082,090 0 2,082,090

会議費 556,067 990,238 0 244,274 1,790,579 0 1,790,579

旅費交通費 532,920 399,528 0 0 932,448 0 932,448

通信運搬費 259,391 173,306 0 562,230 994,927 0 994,927

消耗品費 62,551 16,244 0 165,053 243,848 0 243,848

印刷製本費 176,000 290,400 40,458 0 506,858 0 506,858

支払手数料 24,200 1,255,650 0 806,190 2,086,040 0 2,086,040

委託料 0 0 0 0 0 0 0

諸謝金 1,804,680 746,220 0 287,180 2,838,080 0 2,838,080

賃借料 0 0 0 215,456 215,456 0 215,456

事業費合計 4,217,379 5,152,106 40,458 2,280,383 11,690,326 0 11,690,326



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度財産目録

特定非営利活動法人職集教育評価機構

金  額 ′1ヽ    1+
の

69,650
25,360,601

25,430,251

9,083,973
600,000

9,683,973

28,617
28,617'・

ギ ン゙ク
棚餌
li:奨島]物品 学校評価ハン トノノ・

現金預金

手元現金
三井住友銀行麹町支店普通預金

未収金
文部科学省等受託事業未収金
会費他未収金

35.142.“ 1・・・ζ)
定彙産
(1)¬爾日画爾百産

(2)嘱7面更百西

ｎ

〕

2

35,142.841①+②【A】 資 産 合 計

1,076,359
70,000
468,200
538,159

154,981

154,981

2

長期借入金

退職給付引

未払金
法人税
消費税
諸経費

預り金
源泉徴収税

1.231.34

1.231.3`‖ D【B-1】 負 債 合 計 ③+④

33,911.501【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 年間役員名簿

令和5年 4月 1日 から令和6年 3月 31日 まで

生三菱営Z」通塾塗△』墜翅 L宣証」置」量盤

役 名 氏    名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理 事 井 澤 勇 治
5年 4月 1日

～6年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 荻 上 紘 一
5年 4月 1日

～6年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 合 田 隆 史
5年 4月  1日

～6年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 嵯 峨 実 允
5年 4月  1日

～6年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 関 口 正 雄
5年 4月 1日

～6年 3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理 事 福 島 統
5年 4月  1日

～6年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 船 山 世 界
5年 4月  1日

～6年 3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理 事 矢田部裕文
5年 4月 1日

～6年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

監 事 小 川 基 幸
5年 7月 1日

～6年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

監 事 清 水 秀 樹
5年 4月  1日

～6年 3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日



書式第 4号 〈法第 10条、第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
令和 6年 4月 1日 現在

特定左宣型活動法△整業教萱証価機整

氏   名

1
東洋美術学校
校長 中込大介

2
日本福祉教育専門学校
校長 岸本光正

3
東京電子専門学校
校長 伴場次郎

4
日本工学院八王子専門学校
校長 山野大星

5
東京栄養食糧専門学校
校長 渡邊智子

6 専門学校神田外語学院
院長 今井 実

7
新東京歯科技工士学校
校長 宮崎 隆

8 専門学校
日本ホテルスクール

校長 石塚 勉

9
武蔵野栄養専門学校
校長 森 志麻乃

10
日商簿記三鷹福祉専門学校
校長 吉川智之

ll

専門学校東京工科自動車大学
校世田谷校
校長 佐藤康夫


